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内航海運活性化・グリーン化に関する懇談会の「中間とりまとめ」について 

 

 内航海運・内航フェリーは、国内貨物輸送量の４割、産業基礎物資の８割を担う我が国の経

済活動・国民生活にとって必要不可欠な輸送・交通手段ですが、その経営をとりまく環境は大

きく変化しており、企業体質の改善やサービスの向上が強く求められています。また、世界的

な地球環境問題等の高まりの中、ＣＯ2 排出量がトラックの１／４という優れた環境特性をも

つ海運に対する社会的要請も、これまでになく強くなっています。 
 このため、「内航海運・内航フェリーの活性化・グリーン化」に関し、海運、船舶、船員、

港湾の各分野にわたる中長期的な取り組みについての基本的な考え方と、今後の具体的な取り

組み方策の方向性について、学識経験者、内航海運関係者、行政のみならず、経済団体やフォ

ワーダーの関係者の参画のもと、本年 4 月から集中的に検討を進め、今般、その検討の成果を

中間的に取りまとめました（別添参照）。 
 そのポイントは、以下の３点の基本的考え方の下で関係者が様々な取り組みを展開し、国も

これを支援していくというもの。 
 

① 環境産業としての優位性を発揮し、低炭素社会に対応した選択される内航海運の実現 

  ポスト京都議定書をめぐる地球環境問題の動向を見据えて、内航海運のグリーン化を戦略

的に展開 

◆省エネ内航船への代替建造促進のため、税制や共有建造制度等の支援措置の拡充を検討 

◆省エネ運航の促進（船舶の大型化による効率改善等）のため、省エネ診断の実施やガイ

ドラインの整備 

◆CO2 排出削減の「見える化」に向け、省エネ法の原単位見直し、エコ格付け、「海の 10

モード」の適用 

 

② 安全・効率的かつ持続可能な業態に向けた変革 

  「二つの高齢化（船舶の老朽化、船員の高齢化）」に対応しつつ、時代のニーズに適応し

た競争力ある産業へ脱皮を目指す 

◆環境負荷低減、グループ化等を支援する金利導入による政策誘導ツールとして、共有建

造制度を改革 

◆船舶管理会社を通じたビジネスモデル確立を支援し、グループ化を推進 

◆短距離フェリー等の規制のあり方の検討、航行区域やトン数区分の見直しなど規制緩和

を推進 

◆内航船員の確保・育成、船舶の標準化など技術の開発・普及、安全対策の積極的推進 

 



 

③ さらなる競争力の強化に向け、国民や経済界も含め幅広い関係者との連携・協働 
◆インダストリアル・キャリアについて、荷主、オペレーター、オーナーの協働による産

業構造の改善 

◆長距離フェリー・RORO 船・コンテナ船について、荷主・フォワーダーとの連携により、

モーダルシフトを推進 

  ◆中短距離フェリーについて、地方自治体との連携を強化し、地域公共交通としての活性

化・再生 

◆事業者の運航合理化や新たなビジネスモデルの確立・サービス向上等に対する支援 

◆港湾政策との連携のもと、ETCシステムや自動係留装置の導入、静脈物流のための環境

整備等を推進 

 
 
 
（添付資料） 
・内航海運活性化・グリーン化に関する懇談会中間とりまとめ【概要】 
・委員名簿 
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【問い合わせ先】 代表 03-5253-8111 
  海事局総務課企画室 小久保佐恵喜（内線 44434） 
                直通 5253-8656 
  海事局内航課    中野 洋昌 （内線 43403） 
                直通 5253-8622 


